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１．�リテール金融ビジネスが劇的に変
化する

安全資産に偏る日本の金融資産
　フィンテックとは、マネーに関わるビッグデー

タを活用するテクノロジーである。つまり、金融

とテクノロジーの融合であるが、主役はあくまで

テクノロジーであって、金融ではない。フィンテ

ックの主要な事業分野は、①決済・送金、②資産

運用、③資金調達、④融資、預金、⑤保険、⑥資

本市場のインフラ、がある（World Economic 

Forum［2015］）。

　フィンテックはリテール金融ビジネスのあり方

を根本的に変える可能性を持つ。最も大きく変化

１．リテール金融ビジネスが劇的に変化する
２．米国資産運用業界から何を学ぶか

３．なぜ、日本の個人金融資産は動き出さないのか
４．フィンテックが日本経済復活に貢献
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　フィンテックの進展により、リテール金融ビジネスが劇的に変化すると予想される。日本の家計資産は、安全
資産に偏る傾向にあり、個人が活発にリスク資産に投資する米国と大きく異なる。今後、フィンテックはマネー
の流れを変え、安全資産を中心に投資されている個人金融資産を、日本株を含むリスク資産に向かわせるだろう。
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フィンテックと家計の資産運用のこれから
―日米の法制度と個人金融資産の観点から―
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これからの家計の資産運用
―『貯蓄から投資へ』の実現する条件


